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解説 ６０分講演

群⾺県トラック協会会員様向け

物流業界の持続可能化
〜２０２４年問題を乗り越え２０３０年も物流事業を営んでいるために〜

2023年12⽉5⽇
SCT1％CLUB 会員サービス責任者 森⽥司
⼀般社団法⼈クオリティ・オブ・ライフ創造⽀援研究所 理事⻑

概要

✓２０年後（2043年）も物流事業を営む為に必須の●●
✓２０２４年に業務停⽌等にならない為に必須の５つの遵守
✓中⼩企業が継続的な法令遵守と労務向上を実現できる●●の活⽤
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２０年後も物流事業を営む為に必須の●●

●法令遵守
●⼈材
●パートナーシップ

２０年後も物流事業を営む為に必須の●●
パートナーシップ

■下請企業
委託された契約内容を履⾏する役割

■パートナー企業
荷主等と経営理念や事業計画を共有、理解し合い、
その実現の為に取り組み合い、双⽅の利益を⽣み出
す関係

※ONE TEAM／相互理解／GIVE&GIVE／中⻑期視点
※PQCDSME

経産省「パートナーシップ構築宣⾔」

脱、下請け！
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２０２４年に業務停⽌等にならない為に必須の５つの遵守

●働き⽅改⾰関連法の遵守
●改正改善基準告⽰の遵守
●労働基準法の遵守
●労働安全衛⽣法及び労働時間等設定改善法の遵守
●２０２４年新法の遵守

改善基準告⽰改正（2024年4⽉）とトラックGメンと公正取引委員会

公安
委員会公正取引委員会
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2023年10⽉6⽇ 物流⾰新緊急パッケージ

2023年6⽉2⽇ガイドライン＝2024年物流新法
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運送業務におけるコンプライアンス 責任の所在

荷主事業者
発・着

物流事業者
運送・倉庫＜≧

パートナーシップを発揮して業務の効率化・合理化

物流管理
統括者

物流経営責任者

■荷待ち時間・荷役作業等にかかる時間の把握
■２時間以内ルール、等への対応
■物流改善の企画⽴案と協同による実現
発荷主⇔物流事業者⇔着荷主

実際には「運⾏管理者」「倉庫管理主任者」主体

2023年6⽉2⽇ガイドライン＝2024年物流新法
何が変わる︖

２０２４年に業務停⽌等にならない為に必須の５つの遵守
２０２４年新法の遵守

脱、悪意無きブラック！

⼈事総務管理者の適正配置
運送会社では管理職＝「運⾏管理者」が多い
会社の体をなす為には「様々な管理者」の配置が必要
※業務／労務／財務／法務／情報／その他
●運⾏管理者をリスキリングによりマルチ管理職化？
●社⻑が⼈事総務管理者を務める？
●⼈事総務管理ができる派遣社員を配置する？
◎⼈事総務管理ができる限定正社員を雇⽤する？
※週２⽇程度、⼈事総務経験者、PCスキル⾼

＋α：⼈材育成能⼒が⾼い外部の労務管理専⾨家活⽤
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中⼩企業が継続的な法令遵守と労務向上を実現できる●●の活⽤

●労働基準監督署及び労働局
●厚⽣労働省が所管する中⼩企業向けの助成⾦
●経営コンシェルジュ

⽇本経済新聞
２０２３年１１⽉２⽇物流ニッポン
２０２３年１１⽉１０⽇

厚⽣労働省が所管する「雇⽤・労働分野の助成⾦」

中⼩企業が継続的な法令遵守と労務向上を実現できる●●の活⽤
厚⽣労働省が所管する中⼩企業向けの助成⾦
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脱、低コンペティション！

中⼩企業が継続的な法令遵守と労務向上を実現できる●●の活⽤
厚⽣労働省が所管する中⼩企業向けの助成⾦

労務管理実施予算の適正確保
運送会社は労務管理＝「安全運⾏管理」が多い
会社の体をなす為には「様々な労務管理」が必要
※採⽤／安全衛⽣／規則規程／賃⾦／勤怠／その他
★本来は経費予算に盛り込むべきもの
労務管理向上＝売上利益向上＋経営の安定化
参考）中⼩企業（１０名〜１００名）

個別予算 ３〜 ７万円／名・年
事業場予算１２０〜３００万円／年

＋α：労務管理能⼒が⾼い外部の専⾨家活⽤


